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中間のまとめに対するパブリックコメントと審議会の考え方 
 

 

１ 実施概要 

募集期間 令和６年１月 10 日（水）～令和６年１月 26 日（金） 

周知方法 

・区ホームページへの掲載 

・広報いたばしへの掲載（令和６年１月 13 日号） 

・区公式 X（旧ツイッター）での配信 

・新しい学校づくり課公式X（旧ツイッター）での配信 

・「パブリックコメント等区民参加情報配信制度」登録者への情報配信 

・庁舎内の広告付電子掲示板での周知 

・区立施設における閲覧（新しい学校づくり課、区政資料室、各区立図書

館、各地域センター） 

・区公式 LINE での配信 

・板橋区教育委員会 SumaMachi での配信 

・区立保育園、幼稚園、児童館でのポスター掲示 

・いたばし子育て応援アプリ（母子モ）での配信 

・C4th（校務支援システム）の全校掲示板での掲載 

募集対象 

・区内在住・在勤・在学の方 

・区内に事業所・事務所を有する個人・法人・各種団体 

・区内で活動する個人・法人・各種団体 

提出方法 

・直接持参 

・郵便 

・FAX 

・電子メール 

・Web 回答 

公表資料 
東京都板橋区立学校の適正規模及び適正配置に関する答申（中間のまと

め） 

意見数等 

意見提出数：100 件(必要事項未記載の意見 1件を除く） 

提出人数：37 名(すべて個人。必要事項未記載の方１名を除く) 

提出方法別人数 ：直接持参２名、電子メール２名、Web 提出 33 名 

 

 

２ 提出された意見（意見の概要）と審議会の考え方 

 

第１章 答申の策定について 

２  答申の位置付け 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

1 １ 

P.2 図「魅力ある学校づくりプラ

ン」の項目に将来予測できる学

校（新校・中高一貫型学校整備

など）を加えてほしい。 

新校設置は学校整備の手段として考えられますが、本答

申においては、学校用地の確保が難しいことから現実的

ではないとしています。そのため、今後、教育委員会が取

り得る手段として、改築改修・小中一貫型学校整備、統

合・再編等を記載しています。 

また、中高一貫型学校は都立学校であり、東京都が所管

する学校となるため、本答申では、議論の対象としていま

せん。 

 

資料２ 
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第２章 諮問事項と答申内容の見直し 

１  諮問事項 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

2 ２ 

諮問事項と答申内容を見直し

て、「委託化した用務・調理等

の人員配置について」を加えて

ほしい。 

学校運営を円滑に進めるうえで、用務・調理等の業務を担

う人員の配置は重要な視点です。一方で、本答申では、

用務・調理だけに限らず、学校運営を支える様々な人材

を活用することで、子どもたちを支援する体制の充実を図

っていく必要があるとしており、その手段である委託化とい

う項目は本審議会の対象ではないと考えます。 

 

第３章 板橋区立学校の適正規模及び適正配置について 

２  板橋区立学校の適正規模についての基本的な考え方 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

3 ３ 

児童数が多いことで、保護者の

見守り体制が万全となり安心す

ることができる。 

児童数が多いことによる学校運営に協力いただく保護者

体制の充実は、大規模校のメリットの一つになります。 

4 ４ 

今回「１学級あたりの人数」を明

記しないとされたが、 この指針

は重要であり、今回も明記すべ

き項目であったと考える。基準

がなければ適正かどうかの判断

が不可能である。１学級の生徒

数の設置基準を設けないこと

が、少人数学級を求める流れに

逆行してしまわないようにしてほ

しい。 

※その他、同様の意見６件 

子どもたちの学びは、「１学級あたりの人数」といった単一

の指標だけでなく、活動内容や学校運営を支える様々な

人材の配置といった多くの要因により整えられるものであ

ると考えます。 

加えて、学校現場における教育内容に応じた授業展開な

どの工夫により子どもたちの主体的な学びのために取り組

んでいることなどから、本審議会では、本答申において「１

学級あたりの人数」を明記しないこととしました。 

また、１クラスあたりの人数の基準については、国の法令に

より小学校は 35 人学級編制、中学校では 40 人学級編制

が示されています。加えて、国や東京都に対しては教職

員の配置や学級編制基準の見直し、必要な財源措置に

ついて、引き続き要望していくことが重要です。 

5 ５ 

子どもたちの様々な状況に対

応するために担任のほか、全学

年に目が届くサブ担任の配置

や複数担任制を実現してほし

い。 

※その他、同様の意見１件 

教育委員会では、多くの学校で学級担任を支える副担任

を設置しているほか、複雑多様化する課題を解決するた

め、学力向上専門員や学校生活支援員、スクール・サポ

ート・スタッフなどの様々な人材配置することによって、き

め細かな指導や課題解決のための体制を整えています。 

引き続き、子どもの学びを支える体制の充実は必要である

と考えます。 

 

6 ６ 

居住区の学校では、教員に欠

員が出た後にしばらく後任が決

まらない事態が起こったことが

ある。全国的に教員不足の状

況ではあるが、スムーズな欠員

補充を行うためのシステム作り

ができないものか。教員確保に

努めていただきたい。 

全国的に教員不足の状況であることは、本答申でも指摘

しているところです。一方で、教員に欠員が出た場合の補

充については、可及的速やかに行う必要があり、様々な人

材確保策によって円滑な学校運営ができる体制づくりが

求められます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

7 ７ 

そもそも区独自での教員採用

の困難さは何に起因するのか。

区で独自の予算を付けて補助

講師等を積極的に採用すれば

教育内容の充実は図れるので

はないか。 

区独自での教員採用は、全国的な教員不足の状況や採

用後のキャリア面での課題などから難しいと考えていま

す。 

一方で、非常勤講師をはじめとする様々な人材を確保す

ることで、円滑な学校運営のための体制を整えています。 

 

8 ８ 

教員の学習指導以外の業務の

負担が補佐やサポートする人

材の採用によって軽減されてい

ることがわかり、 今後さらにより

具体的に成果が出るのではな

いかと期待している。 

教員の待遇改善については、国や東京都で議論されてい

る他、区では教員の働き方改革を進め、教員の働く環境

を整え、教育の質の向上を目指しています。 

教員を増やすことで教員 1 人あたりの負担を軽減していく

ことは重要な視点です。一方、子どもたちを取り巻く環境

の多様化や子どもたちが抱える問題の複雑高度化を踏ま

えると、教員のみで全てを対応することは難しくなってきて

いることから、学校運営を支える様々な人材を配置するこ

とで、支援体制の充実を図っていく必要があります。現

在、学校を支援する様々な人材を資料編：資料 21 にお示

ししています。 

 

加えて、国や東京都に対しては教職員の配置や学級編制

基準の見直し、必要な財源措置について、引き続き要望

していくことが重要です。 

9 ９ 

児童・生徒を取り巻く環境が複

雑・多様化している状況では、

教員のみをもって、全てに対応

することは難しくなってきている

と書かれているが、まさにその

通りであると考える。 だからこそ

区の独自の政策として、教員以

外の補助講師的な人材を 積

極的に採用していくべきであろ

う。 

10 1

0 

教員の負担を減らすためにさま

ざまな人員配置をすることは悪

くないが、そもそも1番良いのは

教員を増やすことである。教員

1 人あたりの受け持つ児童・生

徒の数、授業数、分掌数を減ら

して負担軽減することであり、児

童・生徒一人一人に向き合う時

間と余裕を増やすことができる。 

教員の待遇改善に努めてほし

い。 

※その他、同様の意見１件 

11 1

1 

グローバル人材の育成に向け

て中学校の外国語少人数指導

を実施できるよう外国語専科教

室の設置をしてほしい。 

施設の内容を考えていくにあたっては、個別最適な学び

や協働的な学びの実現といった、新たな教育環境への対

応ができる、柔軟な設えが重要です。そうした中で、ご指

摘の外国語専科教室の設置についても、子どもたちの学

びにとっては大事であると考えます。 

中学校の英語については、余剰教室などを活用し、習熟

度別少人数指導を実施している学校もあることから、実情

を踏まえた整備が必要であると考えます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

12 1

2 

外国からの転校生と従前からの

子どもたちの間でトラブルが起

きてしまったとき、あいキッズの

責任者と担任の先生の間で何

度も話し合いがあり、そうしたセ

クターを越えたコミュニケーショ

ンが非常に大切だと感じた。 

学校運営を円滑に進めていくにあたっては、教員のみなら

ず、学校を支援する人材や関係諸団体などと連携を図っ

ています。引き続き、様々な学校関係者との連携が重要

です。 

13 1

4 

少子化で学校統廃合に向かう

のではなく、より子どもに手厚い

教育の機会と捉え、少人数学

級を実現しながら今ある校舎を

存続して欲しい。 

学校の統合については、学校規模や年少人口の将来推

計などを踏まえながら、また、学校規模が教育面や学校運

営面に及ぼす影響を考慮した上で、検討していく必要が

あります。 

 

第３章 板橋区立学校の適正規模及び適正配置について 

３  板橋区立学校の適正規模及び適正配置の実現に向けた基本的な考え方 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

14 1

9 

学力の差があることが気になっ

ている。補習授業は行っている

と思うが、学力差をつけないた

めのフォローする取組があると

良いと思う。 

また、金銭的な問題で塾に通え

なくても、放課後に地域の大学

生ボランティアなどを募集し勉

強を教えてもらう場の提供を検

討してほしい。 

※その他、同様の意見２件 

学校では必要に応じて放課後などに補習を実施していま

す。また、学校によっては、地域（CS 委員会）と連携し、授

業理解促進や学力向上を目的とした学習教室を実施して

います。こうした取組を学校間もしくは地域（CS 委員会）間

で共有していくことが重要であると考えます。教育委員会

では中高生や若者を支援する施設として「i-youth」を設置

しているほか、中高生を対象に、大学生などのボランティ

アが勉強を教え、相談を行う勉強会「学び i プレイス」を実

施しています。また、大学生ボランティアは、子どもたちの

学校生活や学習の補助を行う学習支援員（有償ボランテ

ィア）としても活躍しています。 

15 2

6 

学区が上板橋第二小であるが、

学校までの距離も遠く環状七号

線を渡らなければならないた

め、安全性も低いため、学区を

見直してほしい。 

通学区域は、居住地から学校までの距離だけでなく、安

全性や学校の適正規模など様々な要因に基づいて設定

されています。通学区域の見直しにあたっては、通学に係

る安全性や距離、小中学校の通学区域の整合性などを基

本としながら、町会・自治会の区域などにも配慮して、教育

委員会において検討していきます。小学校については通

学路の安全点検や学童擁護員の配置により、通学路の安

全性を確保しています。 

16 2

7 

入学予定校変更希望制度によ

り本来の通学区域外の学校に

通学している場合、下の子が入

学する際に抽選結果によって

は同じ学校に入学できない可

能性がある。今回の答申はとて

も評価できる内容で、このような

状況が変わるかと希望を持って

いる。通学区域外からの入学に

ついて、住所で一括りにせず、

各々の状況を総合的に判断し

てほしい。 

※その他、同様の意見２件 

学校の適正規模化を実現するにあたっては、各学校の状

況に応じて入学可能数を決める必要がある一方で、様々

な事情により入学予定校変更希望制度を活用する児童生

徒がおり、兄弟が別々の学校になることで保護者の負担

が大きくなってしまうことも理解できます。ご指摘の入学予

定校変更希望制度の運用については、教育委員会に情

報共有させていただきます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

17 3

0 

通学区域では、通学距離や安

全性が言及されているが、学習

用端末の持ち運びの負担や時

間割通りのカリキュラムが行わ

れないことにより本来不要な教

科書を持って登下校をする現

状がある。体力面や安全面を考

慮すると、通学距離を延ばすこ

とは現実性がないように思う。 

通学距離に関しては、距離や安全性のほか、ご指摘の体

力面なども含めて総合的に捉えたうえで、弾力的に考えて

いく必要があると考えます。 

18 3

1 

PTA は本来、任意加入団体で

あるが、板橋区では同調圧力を

含む加入の強制や学校長によ

る PTA への児童名簿の不正流

出等が発生している。そのた

め、PTAの地区分けが言及され

ている PTA ありきの学校運営に

「適正規模化」の効果が疑問視

される。学校と PTA との関わり

方については、より慎重な対応

が必要ではないか。 

教育委員会では、「地域とともにある学校」の実現をめざし

て様々な取組を行っています。その中において、PTA を

含む地域との協働は学校運営を円滑に進めていくため

に、重要であると考えます。また、学校運営にあたっては、

PTAありきの考え方ではなく、学校関係者や保護者、地域

が一体となって進めていくことが重要であると考えます。 

19 3

2 

「小中一貫型学校の小学校から

の進学者と、周辺小学校からの

進学者との人間関係構築の差」

について、私立学校でもイジメ

や差別の問題に発展する等、

大きな課題であり、小中一貫型

学校導入にあたり、具体的な対

策が求められる。 

ご指摘のとおり、小中一貫型学校の導入にあたって、人間

関係の構築に差が出ないようすることは重要な視点であ

り、具体的な対策については、引き続き考えていく必要が

あります。 

20 3

3 

高学年生徒が低学年生徒に及

ぼす影響について言及されて

おらず、高学年の過激な発言

や暴力による低学年への影響

や、身体的な差による低学年へ

の影響（高学年との接触による

怪我や、体格差からの恐怖心

等）についての対策が必要と思

われる。 

高学年児童生徒が低学年児童生徒に及ぼす悪影響につ

いては、小中学校の別や学校規模などに関わらず、全て

の学校において考慮しなければいけない視点であると考

えます。この視点に関しては、日頃の学校運営や生徒指

導などを行っていく中で、進められていくものであると考え

ます。 

21 3

7 

小中一貫型学校の設置につい

て初めての記述である。「設置

可能な学校や地域」をいつまで

に示すのか日程を記述してほし

い。 

小中一貫型学校の設置が可能な学校や地域について

は、今後、教育委員会において示していくものであると考

えます。 
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第４章 新たな学びを踏まえた持続可能な学校施設整備について 

１  基本的な考え方 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

22 4

2 

正門から車椅子でも通れるよう

にしてほしい。 

施設整備を進めていくにあたっては、バリアフリーの視点

を考慮することは必要不可欠です。引き続き、必要な施設

整備が求められます。 

23  

小中一貫校や教科センター方

式、フリーアドレス職員室にも触

れられているが、実態は問題だ

らけである。現場の教職員から

も意見があがっている。 

本答申では、「オープンスペース型運営方式」や「教科教

室型運営（教科センター）方式」、「職員室のフリーアドレス

化」については、子どもたちの学びや教科指導の充実、児

童生徒の主体性向上、教職員の働きやすさ向上といった

様々な面で効果が期待でき、全国的に見ても先進的な取

組であるとしています。また、小中一貫型学校は、小中一

貫教育を進めていくうえでの新たな選択肢の一つであると

考えます。それぞれの取組にあたっては、現場の教職員と

の連携を図りながら進めていくことが重要です。 

 

第４章 新たな学びを踏まえた持続可能な学校施設整備について 

２  検討すべき事項 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

24 4

4 

外国籍生徒への支援の充実が

必要である。日本語学級に通う

児童生徒は国籍も様々で、英

語だけでは対応が難しいことも

多い。外国語版の教科書の配

布や学校だよりなどの翻訳など

も必要であると考える。保護者

や卒業生などにも支援ボランテ

ィアを募り、支援の輪が広がれ

ば良いと思う。 

外国籍児童・生徒への対応をはじめ、子どもたちが抱える

問題は複雑高度化しており、一人ひとりに寄り添ったきめ

細かな対応が求められています。保護者やボランティアを

含めた様々な人材により支援を広げていくことは重要な視

点であると考えます。教育委員会では、令和 5 年度から日

本語を話すことができない児童生徒への日本語指導を行

うために、当該児童生徒が在籍する学校に日本語指導員

を派遣する日本語学習初期支援事業を児童生徒の編入

時期に合わせて通年実施しています。従来の日本語学級

における指導とあわせて、日本語教育に関する支援を行

っています。 

 

25 6

2 

外国籍児童生徒への対応につ

いて、海外では、語学が一定以

上できるまでは語学学校へ行っ

てから入学するのが一般的であ

り、区でも日本語学校で教えた

あとにそれぞれの学校に入学さ

せる方が、先生方や周りの子ど

もたちの負担が減るのではない

か。 

外国籍児童・生徒については、我が国の義務教育への就

学義務はないため、日本語学校で基礎的な日本語を身に

付けた後に小中学校に入学することを選択するケースも

見受けられます。教育委員会では、通常学級に在籍しな

がら週に 1～2 回程度通い、学習する日本語学級を設置

しており、引き続き、一人ひとりに寄り添ったきめ細かな対

応が求められています。 

 

26 5

8 

災害時に、学校が避難所にな

った場合に、児童生徒の学習

が滞ってしまうのかが気になっ

た。 

災害時においては、避難所運営と並行しながら、学校運

営を再開することも想定されます。そのため、本答申で

は、学び舎としての本来機能に加えて、防災拠点や地域

拠点としての機能も踏まえた施設内容を検討していく必要

がある、としています。 

27 4

5 

学校は災害時の避難拠点にな

ることを一番に考えてほしい。 

学び舎としての本来の役割に加えて、災害時の避難拠点

や地域活性化の拠点としての役割を担っていることを踏ま

えて、学校の適正配置を考えていくことが教育委員会に

求められています。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

28 4

3 

児童数が多い環境に疲れる子

どももいる。オンライン授業やオ

ンライン登校などができる体制

が整えば、結果的に不登校な

ども減るのではないかと思う。 

これからの学びや多様な学び方に対応していくにあたっ

ては、オンライン授業をはじめとするICT環境をより一層活

用していくことが重要です。 

 

29 7

1 

不登校児童生徒の教育の機会

をもっと検討してほしい。 

教育委員会では、不登校児童生徒の対応として、校内で

の居場所づくりや支援体制の強化を行っており、引き続

き、関係者の連携を密にしながら対策を講じていく必要が

あると考えます。 

 

30 4

6 

不登校児童生徒に対応できる

スタッフの配置を増やし、不登

校専門で対応するスタッフを常

駐させてほしい。 

教育委員会では、スクールカウンセラーや適応支援アドバ

イザーといった人材を配置し、不登校児童生徒への支援

体制を整えています。また、令和5年度からは都が配置す

るスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーに

加え、区で独自配置し増員しています。 

31 7

3 

フレンドセンターや各学校での

居場所づくりが徐々に増えてい

るが、週２日開設であったり、予

約制をとる学校がある。いつで

も思い立った時に登校して安心

できる場所を設けてほしい。ま

た、それでも学校にいけない児

童生徒は多く、自宅に引き籠っ

たり、フリースクールに通う場合

の金銭的負担は大きいため、補

助（給食代、フリースクール利用

料や療育利用料）を検討してほ

しい。 

教育委員会では、不登校児童生徒の対応として、校内で

の居場所づくりや支援体制の強化を行っており、引き続

き、関係者と連携を密にしながら対策を講じていく必要が

あると考えます。 

32 4

7 

教室に入室できない生徒向け

に個別でオンライン授業を受け

ることができるスペースを作り、

その様子を確認するスタッフの

配置を検討してほしい。 

教育委員会では、令和５年度に学校での居場所を設置し

ており、学校へ登校できるものの教室には入れない生徒

に対して、教室や保健室とは別の部屋を用意しています。

また、一部の学校では、支援員や空き時間の教員等を配

置しており、別室では、座席を離したり、仕切りを置くことで

個別に学習しやすい環境を整えています。 

33  

ステップアップ教室はなぜ不登

校生徒は対象にならないのか。 

現在のステップアップ教室（特別支援教室）は、情緒・行

動面等で個別の対応が必要な児童生徒を対象としてお

り、週に 1 回程度、指導を受ける内容になっています。教

育委員会では、不登校児童生徒の対応として、校内での

居場所づくりや支援体制の強化を行っており、引き続き、

関係者の連携を密にしながら対策を講じていく必要がある

と考えます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

34 5

3 

特別支援学級について、学校

によって人数に差がある。学校

の施設にあった学級数を算定し

たうえで学校運営することが必

要である。 

特別支援学級に在籍する児童生徒数は 10 年前と比べて

増加傾向にあり、一人ひとりに寄り添ったきめ細かな対応

が求められています。特別な支援を必要とする子どもたち

の数の推移を予測することは難しいですが、今後、特別支

援学級や特別支援教室等に関しての適正規模及び適正

配置を検討していく必要性も考えられます。 

35  

板橋区には情緒固定学級がな

いため、知的障害のない生徒

が特別支援学級（知的）に多く

在籍している。そのため、知的

障害のある生徒の居場所づくり

が困難になっている現状があ

る。課題解決のため、支援方法

を細分化し、個別のニーズをし

っかり吸い上げる必要がある。 

※その他、同様の意見１件 

 

子どもたち一人ひとりに寄り添ったきめ細かな対応をするう

えで、情緒・行動面等で個別の対応が必要な児童生徒を

対象とした特別支援学級の設置を検討することが適切で

あると考えます。 

 

36  

職員室が広く、先生を呼ぶ際に

大きな声で声掛けしないといけ

ないので声掛けができない子ど

もにとっては困る。出入口付近

に受付スタッフを置くか、配置

の変更など対応してほしい。 

学校によって、職員室の広さや教員の配置は様々であり、

各学校が学校運営を行う中で検討していくものであると考

えます。子どもが教員に声掛けや相談がしやすいような職

員室の設えを実現していくことが重要です。 

37 5

0 

現在のオンライン授業は板書が

見にくく、ノートが取りにくいた

め、授業を理解するには難しそ

うである。また、音楽や体育等

のオンラインで対応できない授

業について、不登校生徒への

個別対応を検討してほしい。 

今後の教育環境を整えていくにあたっては、オンライン授

業における理解のしやすさ向上をはじめ、ICT 環境をより

一層活用していくことが求められています。加えて、不登

校児童生徒に対する授業の個別対応についても重要な

視点です。 

38 5

1 

学校の先生にわからないところ

を教えてほしいと伝えたところ、

学習用端末にわかりやすい動

画が沢山あると言われてしまっ

た。生徒が学びたいと言ってい

るのに、教える気が無いのかと

不信に思ってしまう。 

子どもたちの主体的な学びを進めるためには、授業のな

かで学習用端末をはじめとした教育 ICT 機器を効果的に

活用していく必要があります。ご意見の内容は、教育委員

会に共有させていただきます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

39  

学習用端末の持ち運びは低学

年児童には重すぎて負担にな

っているように感じる。原則毎日

持ち帰るルールややむを得な

い場合のみ自宅のパソコン等か

らログイン可能というルールを緩

和して、学校で充電ができるよう

にすることで極力持ち帰りの回

数を減らす。先生からの毎日の

連絡は自宅のパソコン等から確

認することを基本とするなど、成

長期の子どもたちへの体の負

担にも考慮して ICT教育を進め

てほしい。 

子どもたちの主体的な学びを進めるためには、授業のな

かで学習用端末をはじめとした教育 ICT 機器を効果的に

活用していく必要があります。教育委員会では、学習用端

末の持ち帰りを基本としながらも、児童生徒の実態や保護

者からの要望等を踏まえて、過度な負担とならないよう、学

校から持ち帰るものについて対応しています。 

40 5

9 

ICT 教育について、学校によっ

て学習用端末の利用状況がか

なり違うようである。学校間で差

が出ないように進めてほしい。 

※その他、同様の意見１件 

子どもたちの主体的な学びを進めるためには、授業のな

かで学習用端末をはじめとした教育 ICT 機器を効果的に

活用していく必要があります。そのためには、各学校に配

置している ICT 支援員によるサポートや、ICT 機器活用に

関する研修の実施、活用好事例の発信や活用を底上げ

する支援など多角的に取り組み、活用を推進していくこと

が重要です。 

 

41 5

2 

学習用端末について、Youtube

などが制限なく閲覧できるように

なっている。親が不在の場合

は、利用のコントロールが難し

いため、学習用端末の使用許

可時間を設定してほしい。他自

治体では、21時や 22時に設定

しているところもあると聞いてい

る。 

※その他、同様の意見１件 

各家庭における学習用端末の活用は子どもたちの主体的

な学びを実現するうえで重要であると考えます。教育委員

会では、学習用端末におけるYoutube の使用許可時間に

ついて、午前 0 時から 5 時までの間は視聴制限をしてお

り、児童生徒が学習用端末を活用する能力だけではなく、

自ら時間を管理して使用する姿勢を育成することをめざし

ています。 

42 5

5 

学習用端末の活用について、

自宅学習ドリル以外にも学びに

なる取組やシステムを増やして

ほしい。担任とのやりとりは未だ

に連絡帳を使用しているが、欠

席遅刻連絡で使用しているシス

テムがあるので、担任への体調

などの連絡やその他の相談が

できるコメント欄があると良いの

ではと思う。その他、学習用端

末を活用し、子どもたちが興味

のある仕事や事柄など、日々感

じたことをとことん調べて発表し

学びにする授業や個々の感性

や個性を認め合う学習を増やし

てほしい。 

子どもたちの主体的な学びを進めるためには、授業のな

かで学習用端末をはじめとした教育 ICT 機器を効果的に

活用していく必要があります。また、調べ学習や学習にお

ける興味を探求するための活用だけでなく、ご指摘のよう

な学校と家庭を繋ぐ連絡手段としての活用など、ICT 環境

をより一層活用していくことが求められています。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

43  

インフラとしての ICT 化につい

ては課題として言及されている

が、教員の IT リテラシーや教育

カリキュラムといったソフト面で

の検討がされておらず、学校規

模の適正化と ICT 教育推進の

因果関係が不明である。 

本答申では、ICT 技術の更なる向上等を踏まえた教育環

境の整備の必要性といったハード面の視点に加えて、教

員研修の充実や学習用端末を使った授業実践の好事例

紹介、サポート体制の整備といったソフト面について言及

しています。 

 

44 6

6 

友人間や部活動の子ども同士

の連絡等にSNSを利用している

が、ルールや規制の検討が十

分でなく、子どもたちの人間関

係等への影響が懸念される。子

どもにスマートフォンを買い与え

たものの、適切に管理できない

と悩んでいる保護者もいた。ま

た、部活動という正規の学校活

動において特定のSNSアプリが

連絡手段として保護者の間で

当然のように使用されていること

に強い違和感がある。個人情

報保護の観点からも、メール送

信と信頼性の低い SNS 使用を

比較した際のメリット・デメリット

について保護者が客観的に判

断できるようになる教育、啓発も

重要と思われる。 

スマートフォンや SNS 等の利用にあたっては、メリットデメリ

ットを正しく理解したうえで適切に利用することが必要であ

り、そのためには教育員会や学校、保護者それぞれが子

どもたちへ指導・啓発していくことが重要です。また、教育

委員会では、子どもたちがスマートフォンやタブレット等を

使用するにあたって、指導や啓発を目的としたリーフレット

を作成しています。 

 

45 6

4 

教育現場で実際に起きている

問題にいち早く対応できる体制

が、今以上に整備されることを

望みます。 現場で児童・生徒

の一番近くにいる教師のリアル

な声に瞬時に対応できる具体

的な整備を、 今後さらに強化し

てほしいです。 

学校運営を支える様々な人材を配置することで支援体制

の充実を図る必要があるとともに、現場の声を大切にし、

多様化する様々な需要に応えていく必要があります。 

46 6

5 

学校の提出課題への取り組み

と部活の両立が難しいことが多

い。子どもたちの生活時間や課

題の負荷をある程度「見える化」

し、教職員も保護者も子どもた

ちの体調、健康管理をもっと意

識する必要があるのではない

か。 

子どもたちのより良い成長のためには、学習面や部活動、

家庭での生活面など様々な視点から考えていく必要があ

り、学校や家庭、地域が連携して支えていくことが必要で

あると考えます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

47 6

7 

あいキッズが小学校敷地内にあ

ることで、子どもたちの移動時

間やたくさんの荷物を持っての

危険な移動、事故、トラブルな

どのリスクを軽減できていると強

く実感できた。中学生も部活動

の後に時間をかけて学習塾や

進学塾に行かずとも、数学や英

語の演習といったメニューが週

に 1,2 回でも校内で提供された

ら非常にありがたい。 

学校整備にあたっては、あいキッズをはじめとする学校生

活に関連する事柄も含めて考えていく必要があります。ま

た、学校によっては、地域（CS 委員会）と連携し、授業理

解促進や学力向上を目的とした学習教室を実施していま

す。こうした取組を学校間もしくは地域（CS委員会）間で共

有していくことが重要です。 

48 6

8 

あいキッズの新しい施設は小学

校校舎と一体のため、耐震性や

防犯、防火設備など安心感が

あった。一方、民間の習い事、

学習塾、進学塾は雑居ビルな

どで事業が実施されていること

が多く、避難マニュアルの整備

や防災訓練が十分に行われて

いないのが現状で不安が大き

いことから学校で夜間の校舎の

活用を新たに検討してもらえた

ら非常にありがたい。 

本答申では、施設更新を考えるにあたっては、施設の多

機能化や他の公共施設との複合化、近隣の学校との施設

の共有化をはじめとした次世代の公共施設や学習空間の

あり方について言及しており、民間事業者への校舎の一

部貸出も検討の余地があると考えます。また、教育委員会

では中高生や若者を支援する施設として「i-youth」を設置

しているほか、中高生を対象に、大学生などのボランティ

アが勉強を教え、相談を行う勉強会「学び i プレイス」を実

施しています。また、大学生ボランティアは、子どもたちの

学校生活や学習の補助を行う学習支援員（有償ボランテ

ィア）としても活躍しています。 

 

 
49 6

9 

あいキッズでは工作や音楽、英

会話や算数の学習など多様な

教育メニューがあり、また、送り

迎えの必要がなくてありがたい

と感じ、費用面でもとても助かっ

た。中学校でも民間業者との連

携も視野に入れながら教育人

材・資源の有効活用と家庭の経

済力の違いによる教育格差の

是正を積極的に進めてほしい。 

50 7

0 

発達障害を含め、児童生徒の

多様化に対応した包括的教

育、障害児を分離しない教育を

行ってほしい。 

インクルーシブ教育は多様性を尊重し共に学ぶ仕組みで

あり、個に応じた合理的配慮が提供される必要があり、共

に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズに的

確に応えるための多様で柔軟な仕組みを整備することが

重要であると考えます。通常学級、特別支援教室、特別

支援学級、特別支援学校といった多様な学びの場を整備

し、環境の充実を図っていくことが求められています。 

51 7

2 

障がい（知的障がい、学習障が

い）を持つ２人の子の保護者だ

が、学習用端末を活用すること

により受けられる合理的配慮は

たくさんあり、使用ルールを設け

ることで配慮が受けにくくなって

しまうため、ルールは最低限に

してほしい。 

子どもたちの主体的な学びを進めるためには、授業のな

かで学習用端末をはじめとした教育 ICT 機器を効果的に

活用していく必要があります。その中で、持ち運びの負担

感や利用ルールの見直し等については、ICT 教育の状況

を総合的に勘案し、考えていく必要があります。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

52 7

4 

障がい者計画2030及び障がい

しゃ福祉計画（第７期）・障がい

児福祉計画（第３期）（素案）の

パブリックコメントに対する区の

考え方では、「学習障がいにつ

いては、担任等が授業の中で

の読み書きの様子や、読みの

ア セスメントである MIM 等を

通して実 態を把握しており」と

あるが、MIMには 3つの段階が

ある。板橋区では第 3 段階（学

習の伸びや定着が見られない

子どもに配慮して、学校内外で

補足的・集中的な指導の実施

や、より個に特化した指導を展

開する）の指導をできる教員は

いるのか。そこまでの支援を見

据えた活用をしてほしい。 

 

特別な支援を必要とする児童生徒数は 10 年前と比べて

増加傾向にあり、一人ひとりに寄り添ったきめ細かな対応

が求められています。ご指摘の内容も含めて、心身に障が

いのある児童・生徒の学校生活の支援等を行う学校生活

支援員等も活用しながら、子どもたち一人ひとりの特性や

支援レベルに応じた体制を充実させていくことが重要で

す。 

53 7

5 

特に学習障がいはスピードが大

事である。合理的配慮を学校に

申請すると、校内委員会などで

長時間かかる。知識・経験の浅

い教員にとっては、負担も大き

いため、合理的配慮事例集や

マニュアルを公開してはどうか。 

特別な支援を必要とする児童生徒数は 10 年前と比べて

増加傾向にあり、一人ひとりに寄り添ったきめ細かな対応

が求められています。合理的配慮事例集やマニュアルの

公開に関するご意見は、教育委員会に共有させていただ

きます。 

54  

学びのエリア、小中一貫校、iCS

等の取り組みは 端的に何を目

指しているのか非常に分かりに

くい。 答申の中では外国にル

ーツを持つ子どもの増加などに

触れられているが、 日本語を

母語としない子どもに対する教

育体制は非常に脆弱であると

言える。 例えば、学びのエリア

内に１校は日本語教育に特化

した学校を作るなどして、 エリ

ア内での調整を図るといった特

色を持たせるのであれば非常

に有効であると思う。 そのよう

な指針もなく、小中学校をグル

ープ化したところで、 保護者目

線では何の効果を期待して良

いのか分からない。 

学びのエリアと小中一貫型学校及び iCS の目的について

は、それぞれ「小中一貫教育の推進」と「学校と地域が互

いに課題を認識し、一体となって地域の子どもたちを育む

仕組み」であることは本答申にも記載しているところです。 

一方で、日本語指導を必要とする子どもたちへの支援体

制については、ご指摘のとおり引き続き体制を整えていく

必要があります。 
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第５章 適正規模・適正配置に向けた取組 

１  小規模化対応 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

55  

教育環境整備が学校の統廃合

ありきにならないことを望む。板

橋区内の学校は敷地面積が狭

い。新しく敷地を確保することは

難しい中で、2 つの学校を 1 つ

の学校の敷地に入れてしまうの

は無理がある。 

学校の統合については、学校規模や年少人口の将来推

計などを踏まえながら、また、学校規模が教育面や学校運

営面に及ぼす影響を考慮した上で検討していく必要があ

るとしています。 

 

第５章 適正規模・適正配置に向けた取組 

２  大規模化対応 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

56 7

6 

志村小・志村四中の小中一体

型学校を強行しようとする姿勢

は、答申にある「大規模校化を

解消する取り組み」と矛盾する

のではないか。 

※その他、同様の意見１件 

教育委員会において、志村小・志村第四中小中一貫型学

校の設置に向けて取組を進めていることは審議会としても

承知しているところであり、個別の事由についての議論は

しておりませんが、本答申にある「大規模化を解消する取

組」に矛盾するものではないと考えます。 

57  

子が大規模校に通っていたが、

少人数学級が実施できない期

間があり、学習塾に通う資力の

有無や家庭指導が有無によっ

て学力に差が生じていると感じ

た。また、高校受験を控えて進

学塾に通うと家庭における経済

面や生活面で余裕がない状態

となる。 

 

大規模化が進んでいる学校については、余剰スペースの

普通教室への転用や増築などによる教室・諸室の確保を

進めつつ、学校の隣接用地を含めて、課題が最小化し、

教育環境が充実するよう努めていくことが重要であり、少

人数指導によるきめ細かな指導がは学力向上において重

要です。引き続き、大規模校の課題が解消するような取組

を進めていくことが求められています。 

58  

金沢小について、児童数に対

して学校の規模が足りておら

ず、図書室や音楽室を普通教

室に転用しているため、やむを

得ず教育内容を縮小せざるを

得ない状況になっている。数年

後には大規模マンションが建設

される予定であり、児童がさらに

増えることが予想されることか

ら、大規模化の解消に向けて、

通学区域の再編または学校の

追加設置をお願いしたい。 

※その他、同様の意見１件 

大規模化対応の取組には、新校設置や増改築、通学区

域の変更、余剰スペースの活用による教室等の確保など

の施設整備面での取組と、様々な人材の配置や時間割の

調整などの学校運営面での取組があげられます。教育委

員会では、規模集合住宅の建設情報などを基に、学校別

に児童数や学級数の推計を行っており、これまでも適正

規模化のための通学区域変更などを行ってきた一方で、

近隣小学校の学級数や教室数の状況によっては、区域

変更が難しい状況もあります。また新校設置は用地確保

が困難である土地情勢から慎重に検討する必要がありま

す。児童数や学級数の推計をもとに、各学校の状況に応

じて必要な対応をしていくこととなる、と考えます。 

59  

金沢小は、校庭は広いが児童

数が多いため外で遊べない日

もあると聞いている。児童数を

減らす工夫をして、毎日外で遊

べるようにしてほしい。 

本答申では、児童数を減らすことによる適正規模の実現

の取組のほか、学校運営上の工夫により教育環境の充実

に努めていくことが重要としています。限られた条件下で

あっても、課題最小化のための取組をしていく必要があり

ます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

60  

教室不足について、小中一貫

教育の方針を踏まえると、中学

校の施設を活用することはでき

ないか。学校を新設したり、通

学区域を変更するよりも簡単に

でき、子どもたちにとっても異学

年への意識が高まる良い機会

になると考える。 

 

大規模化対応の取組には、新校設置や増改築、通学区

域の変更、余剰スペースの活用による教室等の確保など

の施設整備面での取組と、様々な人材の配置や時間割の

調整などの学校運営面での取組があげられます。また、ご

指摘の中学校施設の活用については、学校間の距離や

学校運営に係る調整を十分に行う必要があると考えます

が、小中一貫教育の視点では良い機会になると考えられ

ます。 

 

 

第５章 適正規模・適正配置に向けた取組 

３  適正配置 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

61 7

8 

中学校部活動は外部委託する

など、大人の目が行き届く環境

にしてほしい。 

中学校部活動の地域連携及び地域移行は今日的な課題

であり、学校の適正配置を進めるにあたってもあわせて考

えていかなければいけない視点であると考えます。教育委

員会では、区立中学校部活動の地域移行を推進するた

めの計画を策定しているところです。 

62 7

9 

学校の業務軽減にもつながる

区立図書館の改革（不登校児

童の学校外の居場所としての

活用、図書のオンライン予約と

区立学校への配送と受け渡し

返却業務） をしてほしい。 

学校の適正配置を考えていくうえで、図書館などの学校

以外の公共施設との連携や複合化も重要な視点であり、

今後の取組が期待されます。 

63 8

0 

中等教育の質の向上（中学校

の授業改善、部活動の中体連

の在り方、部活動の完全地域

移行、中等教育での海外留学

への進路開拓、都立高校の専

門的な技能習得訓練校の充

実）をしてほしい。 

「子どもたちが未来を切り拓くための資質・能力」を育成す

るためには、ご指摘の点も必要であると考えます。特に、

中学校部活動の地域連携及び地域移行は今日的な課題

であり、学校の適正配置を進めるにあたってもあわせて考

えていかなければいけない視点です。都立高校の特色あ

る取組を情報収集し、活用できる視点の研究が大切で

す。 

 

第６章 おわりに 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

64 8

1 

板橋区の教育は教育・心身・環

境共に手厚いと感じる。PTA 活

動で子どもたちの活動を見る機

会から、子どもたちは高度な義

務教育を受けており、大人がそ

れをつぶさないようにすることが

ないようにと思う。 

本答申では、子どもたちのより良い成長のためには、学校

の規模や配置の適正化を図り、魅力ある学校を作っていく

ことが重要であるとしています。 
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答申全体について 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

65 8

2 

板橋区の教育環境の向上より

も、学校（区域と箱）を再編成

し、板橋区のコストパフォーマン

スを上げる事に重きを置いた、

後ろ向きな施策に感じる。板橋

区の教育環境を改善し、若年

層を増やす為の施策があっても

良いのではないか。 

本答申では、近年の教育環境の著しい変化を踏まえて、

更なる教育内容の充実と教育環境の整備に向けて、区立

学校の適正規模及び適正配置の視点から、今後教育委

員会が取るべき方向性の基本的な考え方や具体的方策

について示しています。 

66 8

3 

全ての児童・生徒が平等に教

育や支援を受けられる環境の

整備がなされることが一番であ

る。 今回の中間まとめを読み、

どの課題もその方向で検討され

ていることがわかった。 

「子どもたちが未来を切り拓くための資質・能力」をより一

層確実に育成するために、様々な視点から議論を進めて

きたところです。 

 

67 8

5 

パブリックコメントの主旨が分か

りにくい。板橋の教育委とって

重要なことであるならば、問題

点をわかりやすく整理し、区民

に広く広報してほしい。また、現

場の教職員、保護者、専門研

究者による検討会などをもち、

根拠ある議論を重ねてほしい。 

※その他、同様の意見２件 

本審議会において議論が必要となった背景や問題点（審

議項目）等については、第２章に記載しています。また、パ

ブリックコメントを実施するにあたっては、広報紙や区ホー

ムページなど通常の広報に加えて、児童生徒やその保護

者、教員、未就学児保護者からもご意見をいただくべく、

様々な周知方法により広報しました。加えて、本審議会

は、学識経験者（教育分野・建築分野）５名、公募区民２

名、現教員２名をはじめとする様々な立場や知識を有する

メンバーにより、それぞれの知見を活かした議論を行って

います。 

68 8

7 

『広報いたばし』における意見

募集に関しては、「今回のパブ

リックコメントの募集は区立小中

学校の適正規模・適正配置の

あり方をはじめ、区の今後取る

べき方向性の基本的な考え方・

具体的な方策をまとめるため、

答申（中間のまとめ）を作成しま

した。」との記載のみで意見を

求めているが、何に関して意見

を述べればよいのか理解できな

い。答申の内容を理解するには

区役所に赴くか、担当課に電話

するか、HP を検索するしかな

く、本気で区民の声を聴こうとし

ているとは思われません。 

パブリックコメントを実施するにあたっては、広報紙や区ホ

ームページなど通常の広報に加えて、児童生徒やその保

護者、教員、未就学児保護者からもご意見をいただくべ

く、様々な周知方法により広報しました。 

また、広報いたばしでの掲載内容については、紙面の都

合上、実施概要について記載するのが通例であり、詳細

は窓口や区ホームページにおいて確認いただくことにな

っています。 

 

その他について 

№ 意見の概要 審議会の考え方 

69 8

8 

中学校制服を学校指定から標

準服にしてほしい。 

※その他、同様の意見２件 

本答申は、区立学校の適正規模及び適正配置に関する

内容を議論しているため、中学校制服について議論の対

象に含めていませんが、現在、教育委員会では全て区立

中学校に制服ではなく、標準服を導入しています。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

70 9

3 

学校指定の上履きやスクール

水着を廃止してほしい。 

子どもの成長に伴い頻繁に買

い替えるのは負担が大きい。現

在は指定が望ましいとされてい

るが、指定があれば指定を買う

家庭が多いと思う。いっそ色や

形式のみを統一し、学校指定

の形は廃止にしていただきた

い。 

本答申は、区立学校の適正規模及び適正配置に関する

内容を議論しているため、学校指定の上履きやスクール

水着について議論の対象に含めていませんが、ご意見の

内容は教育委員会に共有させていただきます。 

71 8

9 

中学校制服を子どもの成長に

あわせて頻繁に買い替えるに

は価格が高すぎるため、安価に

してほしい。あるいは、全校同じ

制服にすることで、価格を下げ

る、中古流通量を増やすなどの

対策を検討してほしい。 

本答申は、区立学校の適正規模及び適正配置に関する

内容を議論しているため、中学校制服について議論の対

象に含めていませんが、標準服の価格や中古流通量に

ついては、製造や小売、中古市場の状況で決定されてい

くと考えます。また、学校単位で標準服をリサイクルする取

組も行われており、保護者負担が減少しているものと考え

ます 

72 4

0 

志村小・志村第四中小中一貫

型学校説明会では、９年間の小

中一貫型学校は大きな魅力だ

と何度も強調していたが、一体

何人の生徒が９年間一貫教育

となるのか。やはり志村小・志村

第四中小中一貫型学校は考え

直した方が良い。 

教育委員会において、志村小・志村第四中小中一貫型学

校の設置に向けて取組を進めていることは審議会としても

承知しているところですが、個別の事由についての議論は

しておりません。本答申では、小中一貫型学校は「小中一

貫教育を推進し、子どもたちのより良い学習環境の整備と

成長機会の提供のための１つの手段であり、学校の形態

における新たな選択肢である」としており、加えて、設置に

あたって考慮すべき内容や配慮する必要がある点につい

て示しています。 
73 9

4 

志村小・志村第四中小中一貫

型学校の設置について、住民

説明会で出された設置の見直

しを求める意見等を答申に反映

するよう、審議会で検証してほ

しい。また、通学する地域住民

の子どもたちが喜んで通学でき

る学校設置をお願いしたい。 

74 9

1 

フリースクールに通う子どもたち

の支援をしてほしい。 

本答申では、区立学校の適正規模及び適正配置に関す

る内容を議論しているため、フリースクールへの支援につ

いては議論の対象に含めていませんが、教育委員会で

は、小学３年生から通うことのできるフレンドセンターや不

登校児童生徒への取組を進めています。ご意見の内容は

教育委員会に共有させていただきます。 

75 9

2 

給食を無農薬野菜で作ってほ

しい。地産地消で子どもたちが

安心安全で食べられる給食が

望ましいので、地元の無農薬農

家と提携することで、WINWIN

の関係になると思う。 

本答申では、区立学校の適正規模及び適正配置に関す

る内容を議論しているため、給食食材については議論の

対象に含めていませんが、教育委員会では、区内農産物

や板橋区と交流のある都市の農産物を使用することによる

食育推進の取組を実施しています。ご意見の内容は教育

委員会に共有させていただきます。 
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№ 意見の概要 審議会の考え方 

76 9

5 

令和５年度の予算で教育関連

予算が増えたことは歓迎してい

るが、 今後も「教育のいたば

し」を標榜するのであれば、さら

に大幅な予算を付けて 抜本的

な見直しと支援を進めていくべ

きだと思う。 

「子どもたちが未来を切り拓くための資質・能力」をより一

層確実に育成するために、必要な教育予算を確保するこ

とは重要であると考えます。 
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18 時前後の時間帯は夕食の時

間と重なるので、子どもたちの

健康にしっかり配慮した軽食の

メニューは必要になる。あいキッ

ズは予算の制限や調理設備の

制限が大きく、質の面で、化学

調味料の問題など不安があっ

たのは残念だった。夏休み、冬

休み等の学童保育でお弁当が

注文できるのは助かったが、肉

料理が中心で子どもが食べづ

らいときもあったようなので配慮

は必要だと感じた。 共働き家

庭やひとり親家庭の事情、ヤン

グケアラーの支援も含めて都、

政府に予算を要求していき、中

学生の放課後の教育環境の整

備に舵を切ってもらいたい。 

本答申では、区立学校の適正規模及び適正配置に関す

る内容を議論しているため、あいキッズの食事提供や放課

後対策事業の中学生への拡大については議論の対象に

含めていませんが、ご意見の内容は教育委員会に共有さ

せていただきます。審議会としては、子どもたちを取り巻く

環境の多様化や子どもたちが抱える問題の複雑高度化を

踏まえると、教員のみで全てを対応することは難しくなって

きていることから、学校運営を支える様々な人材を配置

し、関係機関との連携が重要であると考えます。また、国

や東京都に対して、予算や人員の視点から適切に要望し

ていくことも重要です。 
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学科指導においては現在、加

賀中学校は英語教育や SDGs

教育などは現代社会に適合し

た新しい教育内容になっている

ため、民間の進学塾の旧態依

然とした英語指導の内容や受

験に特化した教材は時代遅れ

ではないかと感じる。学校側が

周辺地域の教育事業者に対し

てイニシアチブを発揮してもら

いたい点が多々ある。危機管理

や引き渡し訓練などについても

学校側に優れたノウハウがあ

る。また、これから日本版 DBS

による取り組みが進んでいくと

思うが、学校、民間事業者の区

別なく、すべての教育環境にお

いて、子どもたちの犯罪被害を

『絶対に未然に防止する』という

強い決意ですべての教育関係

者には臨んでもらいたい。 

本答申では、区立学校の適正規模及び適正配置に関す

る内容を議論しているため、頂いたご意見については議

論の対象に含めていませんが、ご意見の内容は教育委員

会に共有させていただきます。また、子どもたちの犯罪被

害防止にあたっては、絶対にあってはならないという強い

信念を持ち、子どもたちの多様性に配慮した施設づくりや

居場所の創出などの視点を加えながら、議論していくこと

が重要であると考えます。 
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公立中学をもっと魅力的な場所

にすることで、公教育の底上げ

をしてほしい。 

本答申では、子どもたちのより良い成長のためには、学校

の規模や配置の適正化を図り、魅力ある学校を作っていく

ことが重要であるとしています。 
 


